
茨城県特別養護老人ホーム入所指針策定委員会 

茨城県特別養護老人ホーム入所指針 

１ 目的 

  特別養護老人ホーム（以下「施設」という。）の入所指針を明示することにより，

入所希望者の施設サービスを受ける必要性，緊急性を勘案した入所決定を円滑に実施

できるようにするとともに，入所決定過程において透明性，公平性を確保する。 

 

２ 入所対象者 

  入所対象者は，介護保険法に定める介護認定審査会において要介護１～５と認定さ

れた者で居宅において介護を受けることが困難な者とする。 

 

３ 入所申込の受付 

 ①申込みの受付方法 

  原則として施設のケアマネジャー等が入所希望者及び家族を面接したうえ，申込み

を受け付けることとする。 

  また，必要に応じて市町村の担当課や居宅介護支援事業者のケアマネジャーからも

状況を聴取するものとする。 

  

 【入所申込時の提出書類】 

   ・ 入所申込書 

   ・ 被保険者証の写し 

   ・ 直近３ヶ月分の「介護保険サービス利用票及び別表」の写し 

   ・ その他，施設が提出を求める書類 

 

 ②受付簿の管理 

  入所申込みを受理した場合は，受付簿にその内容を記載して管理する。入所や辞退

等の事由が生じた場合には，変更内容を記載する。 

 

 ③施設側の説明 

  施設のケアマネジャー等は，入所希望者及び家族等に対して入所決定方法等の内容

を説明し，入所申込書の「説明確認欄」に署名を受けることとする。 

  また，入所申込者に，申込時の状況に変化があったとき（要介護度が変わった等）

には，本人，家族または担当ケアマネジャーより状況変化について報告するよう説明

することとする。 

 

４ 入所検討委員会 

  施設は，入所に関する検討のための入所検討委員会（以下「委員会」という。）を

設け，入所者の決定は，その合議によるものとする。 

 

 ①委員構成 

  委員会は，施設長と生活相談員，介護職員，看護職員，ケアマネジャー等で構成す

る。 

  また，委員会には，第三者委員として施設所在地市町村の担当課職員を加えること

とし，あわせて，当該社会福祉法人の評議員，苦情解決に関する外部委員等を加える

ことが望ましい。 

 

 ②開催 

  委員会は，施設長が招集し，原則として月に１回以上開催するものとする。 



 ③議事録 

  委員会は，協議の内容を記録し，２年間保存するとともに，県または市町村から求

めがあったときは，これを提出するものとする。 

 

５ 入所の必要性を評価する基準（別表） 

 

  ①等介護度 

 

  ②介護者の状況 

 

  ③在宅サービス利用率 

 

  ④近住性 

 

６ ランク付けと入所希望者名簿作成 

  施設のケアマネジャー等は，入所申込を受け付ける際に，個別事情を調査し，その

結果から別表１の基準に基づいて下記のとおりランク付けを行い，ランク別に入所希

望者名簿を作成する。 

 

       Ａランク・・・１７０点以上 

       Ｂランク・・・１６０点以上 

       Ｃランク・・・１４０点以上 

       Ｄランク・・・１３９点以下 

 

７ 委員会による入所順位決定 

  下記の諸事情を考慮したうえ，各施設における最上位ランクより委員会の合議で入

所順位を定め，空床が生じた場合，施設長は入所順位に従い入所者を決定する。 

  なお，平成１５年４月からの新要介護認定による要介護認定実施前に認定を受けた

者については，痴呆の程度等を十分考慮するものとする。 

 

 （施設の状況） 

  ・居室の特性            ・ベッドの特性  など 

 

 （希望者の諸事情） 

  ・痴呆症状による問題行動      ・家屋等の環境的要因 

  ・待機期間             ・経済的事由 

  ・介護者の介護に対する理解及び精神的負担 など 

 

８ 特別な事由による優先入所 

  次の場合には，委員会の合議によらず施設長の判断で優先入所を決定することがで

きる。 

  なお，施設長は，特別な事由による優先入所を実施した場合には，その後の委員会

において報告することとする。 

 

 

 ①市町村からの入所依頼 

 ・老人福祉法第１１条第１項第２号の規定に基づく措置委託があった場合 

 ・家庭における虐待や介護放棄，事故や災害の発生等の事情により，市町村が緊急性

を認め入所依頼があった場合 

 



 

 ②長期入院で退所後の再受入 

  入所者が３カ月以上の入院後，再度入所を希望し，居宅における介護が引き続き困

難であると認められる場合 

 

 ③緊急性が認められる場合 

  入所希望者や介護者の心身の状態が急変（介護放棄，虐待等を含む）するなど，直

ちに施設入所を必要とすると判断された場合 

 

９ 入所辞退の取扱いについて 

  入所希望者の都合により入所辞退があった場合には，辞退理由及びそのときの状況

に応じて各施設が再び優先度の判断を行い，入所順位の繰り下げ等の取扱いを決定で

きることとする。 

 

10 入所希望者名簿の更新 

  入所希望者名簿登載者については，申込（状況変化の報告があった場合はその報

告）より半年毎に電話等による実態把握確認を行い委員会において定期的に更新する。 

 

11 市町村の担当課職員及びケアマネジャーへの情報提供依頼について 

  施設のケアマネジャー等は，入所希望者状況をより詳細に把握することができるよ

う市町村の担当課職員及び担当ケアマネジャーに情報提供を依頼することができる。 

 

12 適正運用 

  施設は，この指針に基づき，施設の特性等を考慮したうえで入所評価基準を定め，

それに則った適正な入所決定を行うこととする。 

  また，県及び市町村は指針の適正な運用について，施設に対し必要な助言・指導を

行うものとする。 

 

13 附則 

 

 （１） 本指針は平成１５年１月１６日から施行する。 

  

 （２） 入所指針に基づく，各施設における入所評価基準による入所決定の運用は，

平成１５年４月１日から開始する。 

 

 （３） 本指針は，茨城県特別養護老人ホーム入所指針策定委員会において必要に応

じ見直しを行うこととする。 

 

 （４） 本指針は平成１６年４月１日から施行する。 

 

 参 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準」 

 （平成１１年厚生省令第３９号 平成１４年８月７日一部改正） 

・「指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準について」 

 （平成12年3月17日老企第43号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知 平成14年8月7日一部改正） 

・「指定介護老人福祉施設の入所に関する指針について」 

 （平成１４年８月７日老計発第 0807004 号 厚生労働省老健局計画課長通知） 



（別表） 

  

  入所評価基準 （総点数２００点） 

 

１ 要介護度 

 

 

２ 介護者の状況 

（１）希望者単身世帯  

  １－① 身寄りがなく介護者がいない ６５点 

  １－② 定期的（週３日程度）な介護可能者が希望者の居住地

と同一市町村及び隣接市町村外に住んでいる 
５０点 

  １－③ 定期的（週３日程度）な介護可能者が希望者の居住地

と同一市町村及び隣接市町村内に住んでいる 
４０点 

（２）希望者と配偶者及び高齢者（６５歳以上）のみ世帯（※１）  

  ２－① 主介護者が病院等に長期入院中などの状況にあり， 

      事実上介護が不可能 
６０点 

  ２－② 主介護者が，要介護状態，病気療養中，障害を有す 

      るなどの状況にあり，十分な介護が困難 
５０点 

  ２－③ 主介護者が，要支援状態，高齢等の状況にあり，十分

な介護が困難 
４０点 

（３）子世帯及び親族等と同居  

      主介護者が，複数の介護や育児，または就業してい 

      るために十分な介護が困難 
４０点 

 

 ※ 希望者が特養以外の施設，病院に入所（入院）している場合には，入所（入院）

前の介護者の状況で評価する。 

   上記区分に直接該当しない場合でも，施設の判断で類似の項目に当てはめること。 

 

 ※１ （２）の２－①または２－②の世帯条件で世帯外に介護可能者がいる場合には，

（１）の１－②または１－③の点数とする。 

 

３ 在宅サービス利用率（※２） 

①支給限度基準額と実際のサービス利用額の単位の割合が８割以上 ２５点 

②                     ６割以上８割未満 ２０点 

③                     ４割以上６割未満 １５点 

④                     ２割以上４割未満 １０点 

⑤在宅生活が困難なため，特養以外の施設（老健，介護療養型医療

施設，病院等）に入所（入院）している 
２０点 

  

 ※２ 直近３ヶ月の在宅サービス利用率とする。 

    なお，特養以外の施設に入所等していた者で，退所後，３ヶ月経過していない

者においては，入所前の直近３ヶ月か，それによりがたい場合には，退所後２ヶ

月または退所後１ヶ月の利用率とする。 

要  介  護  度 

１ ２ ３ ４ ５ 

２０点 ３５点 ５０点 ６０点 ７０点 



 

  在宅サービス利用率の算定対象となるサービス  

 

  ①訪問介護   ②訪問入浴介護 

  ③訪問看護   ④訪問リハビリテーション 

  ⑤通所介護   ⑥通所リハビリテーション 

  ⑦短期入所生活介護  ⑧短期入所療養介護 

  ⑨福祉用具貸与 

 

４ 近住性 

 

①施設整備に係る意見書交付市町村と入所希望者または家族の居住地

が同一市町村内である。 
４０点 

②施設所在地と入所希望者または家族の居住地が同一老人保健福祉圏

域内又は県内の隣接市町村である。 
３０点 

③入所希望者または家族の居住地が茨城県内である。 ２０点 

 


